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足立区こども計画審議会 情報提供資料 

令和７年５月２１日 

件   名 足立区の子育て世帯に関するアンケート調査結果について 

所管部課名 政策経営部 政策経営課 

内  容 

令和６年１２月に実施した子育て世帯を対象としたアンケート調査に

ついて、分析結果を以下のとおり報告する（報告書全編は区ホームペー

ジ「令和６年度 足立区の子育て世帯に関するアンケート調査」に掲載）。 

 

１ 調査から見えてきたポイント（図表は端数処理で合計 100％にならない場合あり） 

（１）多子世帯について 

家計や、子どもの習い事・体験機会の状況は、世帯年収の高低だけ 

でなく、子どもの人数（多子）にも影響を受けていると推察される。 

ア 家計の状況 

多子世帯は、一定程度の年収がある場合でも、家計の状況を「苦

しい」と感じる割合が高い傾向にある。 

（ア）年収「～399 万円以下」の世帯では、子どもの人数にかかわら

ず、７割以上が家計の状況を「苦しい」と感じている。 

（イ）年収「800～1,199 万円」「1,200 万円以上」で、「子ども３人以

上」の世帯では、家計の状況を「苦しい」と感じている割合がそ

れぞれ 40.8％、20.6％だった。 

図表１ 家計の状況【世帯年収/子どもの人数別：クロス集計】 

 

※ TOTAL は「収入はない」「答えたくない」「無回答」の数を含む。 
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イ 子どもの習い事や体験機会の状況 

「習い事や体験をさせてみたいが、させられていない理由」とし

て、「金銭的余裕がない」との回答が最も多いが、子どもの人数が多

いほど「保護者として子どもに習い事や体験をさせる時間的余裕が

ない」割合も高くなる。 

 

（ア）単純集計（上位３位） 

図表２ 習い事や体験をさせてみたいが、させられていない理由 

【単純集計】 

 習い事や体験をさせてみたいが、させられていない理由 

１位 
子どもの習い事や体験に費やせる金銭的余裕がない 

（60.3％） 

２位 
保護者として子どもに習い事や体験をさせる時間的余裕がない

（44.7％） 

３位 
子ども本人が習い事や体験に費やせる時間的余裕がない 

（27.8％） 

 

（イ）世帯年収/子どもの人数別 

① 「子どもの習い事や体験に費やせる金銭的余裕がない」は、

年収「400～599 万円」以下の世帯では７～９割が理由に挙げ

ており、特に「400～599 万円/子ども３人以上」の世帯では

91.4％と高い。 

② 「子どもの習い事や体験に費やせる金銭的余裕がない」は、

同じ年収帯の中でも、「子ども１人」の世帯より「子ども２人」

の世帯で、また、年収「400～599 万円」「800～1,199 万円」

「1,200 万円以上」では、「子ども２人」の世帯より「子ども

３人以上」の世帯で高くなっている。 

③ 「保護者として子どもに習い事や体験をさせる時間的余裕が

ない」も、同じ年収帯の中でも子どもの人数が増えるほど理

由に挙げる割合が高い。 

④ 年収「～399 万円以下」と「400～599 万円/子ども３人以上」、

「600～799 万円/子ども３人以上」の世帯では、「子ども本人

が習い事や体験に費やせる時間的余裕がない」よりも、「保護

者として子どもに習い事や体験をさせる精神的・体力的余裕

がない」を理由に挙げる割合が高い。 
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図表３ 習い事や体験をさせてみたいが、させられていない理由 

【世帯年収/子どもの人数別：クロス集計】 

 

（次ページに続く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 

 

※ TOTAL は「収入はない」「答えたくない」「無回答」の数を含む。 

 

（２）教育費用の負担感について 

  「子どもの産みやすさ・子育てのしやすさ」や「理想の子どもの人

数を持つこと」の阻害要因の一つとして、教育費用の負担感が大きい

との声が多い。 

  ア 「本当はお金をかけたいが、かけられていない」費目 

  （ア）単純集計（上位５位）において、「子ども」という視点では、「習

い事代」「学習塾代」にお金をかけられていないとの回答が多い。 

図表４ 「お金がかかっている」費目と「本当はお金をかけたいが、かけ

られていない」費目【単純集計】 

 お金がかかっている 本当はお金をかけたいが、かけられていない 

１位 食費（65.2％） 娯楽費（46.7％） 

２位 住宅費（55.7％） 貯蓄・投資（45.4％） 

３位 教育費用（28.5％） 被服・美容代（26.7％） 

４位 光熱水費（28.1％） 子どもの習い事代（25.1％） 

５位 税金等（25.6％） 子どもの学習塾代（17.7％） 
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（イ）世帯年収/子どもの人数別 

特に「子ども３人以上」の世帯では、年収にかかわらず「習い

事代」「学習塾代」にお金をかけられていないとの回答が多い。 

図表５ 「本当はお金をかけたいが、かけられていない」費目 

【世帯年収/子どもの人数別：クロス集計】 

 

※ TOTAL は「収入はない」「答えたくない」「無回答」の数を含む。 

 

  イ 教育費用で負担が大きい費目 

（ア）「習い事代」は、主に未就学～小学校の時期に負担が大きいと感

じている割合が高い。 

（イ）「学習塾・家庭教師・通信教育代」は、主に未就学～高校の時期

に負担が大きいと感じている割合が高い。 

（ウ）小学校では「体育用品（体操服・靴・帽子・水着など）」、中学

校では「制服・靴代（上履き含む）」「修学旅行費」といった費用

の負担も大きくなっている。 

世帯年収 

/子どもの人数 
件数 １番多かったもの ２番目 ３番目 

TOTAL  1918 娯楽費 46.7％ 貯蓄・投資 45.4％ 
被服・美容代 
 26.7％ 

～399 万円以下/
子ども 1 人 

159 娯楽費 42.8％ 貯蓄・投資 40.3％ 
子どもの習い事代 
 32.1％ 

～399 万円以下/
子ども 2 人 

86 貯蓄・投資 41.9％ 娯楽費 40.7％ 
子どもの習い事代 
 34.9％ 

～399 万円以下/
子ども 3 人以上 

30 
子どもの学習塾代 
 46.7％ 

子どもの習い事代 
 43.3％ 

貯蓄・投資 36.7％ 

400～599 万円/
子ども 1 人 

173 貯蓄・投資 48.6％ 娯楽費 47.4％ 
被服・美容代 
 28.3％ 

400～599 万円/
子ども 2 人 

136 娯楽費 52.2％ 貯蓄・投資 47.1％ 
子どもの習い事代 
 28.7％ 

400～599 万円/
子ども 3 人以上 

37 娯楽費 59.5％ 貯蓄・投資 48.6％ 
子どもの習い事代 
 37.8％ 

600～799 万円/
子ども 1 人 

166 貯蓄・投資 45.2％ 娯楽費 44.6％ 
被服・美容代 
 28.9％ 

600～799 万円/
子ども 2 人 

157 娯楽費 55.4％ 貯蓄・投資 41.4％ 
子どもの習い事代 
 36.9％ 

600～799 万円/
子ども 3 人以上 

55 娯楽費 50.9％ 貯蓄・投資 40.0％ 
子どもの習い事代/ 
被服・美容代 
 各 27.3％ 

800～1,199 万円
/子ども 1 人 

208 貯蓄・投資 54.8％ 娯楽費 43.3％ 
被服・美容代 
 24.5％ 

800～1,199 万円
/子ども 2 人 

211 娯楽費 49.3％ 貯蓄・投資 44.5％ 
被服・美容代 
 30.3％ 

800～1,199 万円
/子ども 3 人以上 

71 貯蓄・投資 52.1％ 娯楽費 43.7％ 
子どもの学習塾代 
 32.4％ 

1,200 万円以上/
子ども 1 人 

97 貯蓄・投資 47.4％ 娯楽費 41.2％ 
被服・美容代 
 24.7％ 

1,200 万円以上/
子ども 2 人 

123 貯蓄・投資 48.0％ 娯楽費 44.7％ 
被服・美容代 
 22.0％ 

1,200 万円以上/
子ども 3 人以上 

34 娯楽費 58.8％ 貯蓄・投資 52.9％ 
子どもの習い事代/ 
被服・美容代 
 各 26.5％ 
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図表６ 教育費用の負担が大きい費目 

通園・通学状況 
件

数 
１番多かったもの ２番目 ３番目 

通園していない

（６歳以下） 
257 

習い事代（学習塾・

家庭教師・通信教育

除く）   15.2％ 

学習塾・家庭教師・通

信教育代  9.3％ 
その他   8.2％ 

保育園・ 

幼稚園・ 

認定こども園 

601 
保育料・延長保育料 

 31.6％ 

習い事代（学習塾・家

庭教師・通信教育除

く）    28.0％ 

学習塾・家庭教師・通

信教育代  10.8％ 

小学校 

１～３年生 
391 

習い事代（学習塾・家

庭教師・通信教育除

く）       57.0％ 

学習塾・家庭教師・通

信教育代  29.4％ 

体育用品（体操服・靴・

帽子・水着など） 

 19.2％ 

小学校 

４～６年生 
411 

習い事代（学習塾・家

庭教師・通信教育除

く）       50.9％ 

学習塾・家庭教師・通

信教育代   45.3％ 

体育用品（体操服・靴・

帽子・水着など） 

 16.1％ 

中学校 434 
学習塾・家庭教師・通

信教育代   47.0％ 

制服・靴代（上履き含

む）       37.1％ 
修学旅行費 26.3％ 

高校 444 授業料     37.4％ 
通学費（定期代・駐輪

代など）   34.5％ 

学習塾・家庭教師・通

信教育代   27.5％ 

専門学校・ 

短期大学 
64 授業料     92.2％ 

通学費（定期代・駐輪

代など）   46.0％ 
入学料    34.5％ 

大学・大学院 400 授業料     90.0％ 
通学費（定期代・駐輪

代など）   46.0％ 
入学料    34.5％ 

  
ウ 子どもの産みやすさや子育てのしやすさにつながる支援 

（ア）単純集計（上位３位） 

図表７ 子どもの産みやすさや子育てのしやすさにつながる支援 

【単純集計】 
 子どもの産みやすさや子育てのしやすさにつながる支援 

１位 
小学校・中学校・高校・大学・専門学校等にかかる費用補助

（57.7％） 

２位 
学習塾・家庭教師・通信教育や習い事にかかる費用補助 

（30.3％） 

３位 
妊娠・出産にかかる費用補助 

（30.1％） 

 

（イ）世帯年収/子どもの人数別 

① 「小学校・中学校・高校・大学・専門学校等にかかる費用補

助」は、年収や子どもの人数にかかわらず支援が求められて

いる。 

② 「妊娠・出産にかかる費用補助」は、年収にかかわらず、「子

ども１人」の世帯で３割以上が支援を望んでいる。 

③ 「食費・衣類などの日常生活にかかる費用補助」は、年収が

上がるにつれて減少する傾向にあるが、「子ども３人以上」の

世帯の中では、年収「400～599 万円」の世帯が 62.2％と高く、
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「1,200 万円以上」の世帯でも 29.4％と、年収にかかわらず

支援が望まれていることがわかる。 

図表８ 子どもの産みやすさや子育てのしやすさにつながる支援 

【世帯年収/子どもの人数別：クロス集計】 

 

 

 

※ TOTAL は「収入はない」「答えたくない」「無回答」の数を含む。 
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エ 理想とする子どもの人数 

（ア）単純集計 

「実際の子どもの人数は理想の子どもの人数より少ない」との

回答が５割を超えている。 

図表９ 実際の子どもの人数と理想の子どもの人数 

 

 

（イ）世帯年収/子どもの人数別 

年収にかかわらず、「子ども１人」の世帯では７割以上、「子ど

も２人」の世帯でも３～４割が「実際の子どもの人数は理想の子

どもの人数より少ない」と考えている。 

図表 10 実際の子どもの人数と理想の子どもの人数 

【世帯年収/子どもの人数別：クロス集計】 

 

※ TOTAL は「収入はない」「答えたくない」「無回答」の数を含む。 
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（ウ）「理想とする子どもの人数が持てていない理由・要因」の単純集

計（上位３位） 

図表 11 理想とする子どもの人数が持てていない理由・要因 

【単純集計】 

 理想とする子どもの人数が持てていない理由・要因 

１位 子育てや教育にお金がかかりすぎる（62.8％） 

２位 年齢的に妊娠・出産することにリスクがある（37.2％） 

３位 今以上に子育ての肉体的・心理的負担に耐えられない（34.7％） 

 

（エ）世帯年収/子どもの人数別の「理想とする子どもの人数が持てて

いない理由・要因」 

① 「子育てや教育にお金がかかりすぎる」は、年収にかかわら

ず、「子ども１人」の世帯より「子ども２人」の世帯で回答の

割合が高い。 

② 全体の上位３項目以外では、「子育てに十分な広さの家を持つ

ことが経済的に難しい」が「～399 万円以下/子ども２人」の

世帯で 40.0％、「400～599 万円/子ども２人」の世帯で 39.7％

と、４割前後となっている。 

図表 12 理想とする子どもの人数が持てていない理由・要因 

【世帯年収/子どもの人数別：クロス集計】 

 

（次ページに続く） 
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※ TOTAL は「収入はない」「答えたくない」「無回答」の数を含む。 

 

２ 今後の方針 

（１）教育費用については、小・中学校の入学準備金や修学旅行費、教

材費等の補助を新たに開始することで、保護者の経済的負担の縮減

を図るとともに、その分で子どもの「学習塾」「習い事」「体験活動」

の費用を捻出していただくよう保護者に周知していく。 

（２）多子世帯については、金銭面だけでなく保護者の時間的余裕のな

さから、子どもに習い事や体験をさせられていない傾向が見られる

ため、子どもの居場所や預かり場所での体験活動の実施など既存事

業の拡充も含めて検討していく。 

 

 


